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本の意匠法は相対的にその存在感を失っているように思われる。Apple と Samsung との間
のスマートフォンを巡る紛争は世界中で展開された。のちに和解により紛争の舞台をアメ
リカに移し、アメリカにおいては意匠特許への注目が高まることとなり 2016 年 12 月には
最高裁判決1が出され、その後、2018 年 6 月 27 日付で和解により紛争は終結した2。また、
応用美術の分野に目を向ければ、日本においては＜ファッション・ショー事件＞知財高裁判
決3、＜TRIPP TRAPP 事件＞知財高裁判決4といった注目を集める判決が出され、学界での
議論も活発になっている5ように見受けられる。さらに、2017 年 3 月には、アメリカにおい
てチアリーダーユニフォームに対する著作権の保護の可否をめぐって最高裁判決6が出され
ている。このようにデザインに注目が集まる中で、日本の意匠法のもとでの出願件数は、特
許庁 HP 掲載の「特許行政年次報告書」が遡れる72000 年版以降を対象とすれば、1990 年
                                                     
1 Samsung Elecs. Co. v. Apple Inc., 137 S. Ct. 429 (2016) 
2 例えば、日本経済新聞 HP「アップルとサムスンが 7 年経て和解、スマホめぐる知財紛
争」（2018/6/28 9:43）
（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO32334630Y8A620C1MM0000/ 最終確認：
2018 年 10 月 11 日）、Bloomberg HP “Apple, Samsung Declare Peace in Biggest Modern 
Tech Patent Fight” (2018/6/28 3:32 JST Updated on 2018/6/28 7:29 JST)
（https://www.bloomberg.com/news/articles/2018-06-27/apple-samsung-settle-patent-
infringement-dispute 最終確認：2018 年 10 月 11 日）など参照。 
3 知財高判平成 26 年 8 月 28 日判時 2238 号 91 頁＜ファッション・ショー＞ 
4 知財高判平成 27 年 4 月 14 日判時 2267 号 91 頁＜TRIPP TRAAP＞ 
5 例えば、著作権法学会 2016 年度（平成 28 年度）研究大会のシンポジウムでは、奥邨弘
司教授の司会により「応用美術」がテーマとして扱われ、その際の報告や議論は著作権研
究 43 号（2017 年）に登載。 
6 Star Athletica, L.L.C. v. Varsity Brands, Inc., 137 S. Ct. 1002 (2017) 
7 特許庁 HP「特許行政年次報告書」（http://www.jpo.go.jp/shiryou/toukei/gyosenenji/ 
最終確認：2018 年 9 月 23 日） 
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に 44,290 件8であったものが 2014 年には 29,738 件9に底を打ったものの 2017 年で 31,961
件10にとどまっている。登録件数も、同様の期間を対象として、1999 年の 41,355 件11をピ





化を前にして、特許庁はデザインによる企業の競争力強化を目指し、平成 29 年 7 月 5 日を
初回とする「産業競争力とデザインを考える研究会」（座長：鷲田祐一教授（一橋大学））を








と述べる。この報告書を受けて、平成 30 年 8 月 6 日に開催された産業構造審議会知的財産
分科会・第 6 回意匠制度小委員会において意匠法改正に向けた課題の議論が開始されたよ
うである15。同小委員会で配布された資料「意匠制度の見直しの検討課題」16は、画像デザ
                                                     
8 特許庁「特許行政年次報告書 2000 年版」参照 
9 特許庁「特許行政年次報告書 2018 年版〈統計・資料編〉」3 頁参照 
10 前掲注（9） 
11 特許庁「特許行政年次報告書 2008 年版〈統計・資料編〉」3 頁参照 
12 前掲注（9） 
13 「産業競争力とデザインを考える研究会」の議事録等は、経済産業省 HP に掲載されて
いる（http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/economy.html#sangyo_design 最終
確認：2018 年 9 月 23 日）。 
14 経済産業省＝特許庁 産業競争力とデザインを考える研究会『「デザイン経営」宣言』
（2018 年 5 月 23 日）11 頁 
15 その後、同年 9 月 18 日には第 7 回、9 月 21 日には第 8 回が開催され、迅速な審議がな
されているようである。議事要旨等は特許庁 HP「産業構造審議会知的財産分科会意匠制
度小委員会」（https://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/shingikai/isyou_seido_menu.htm 
最終確認：2018 年 9 月 23 日）を参照。 










11,288 件であったものが、ほぼ一貫して増加し 2008 年に 27,782 件となったのち、2009 年
は大幅に減少するものの翌 2010 年には増加に転じ 2015 年に 39,097 件となっている17。そ
して、意匠特許登録件数は 1990 年に 8,024 件であったものが、2008 年に 25,565 件を記録





ものと解される。グッドデザイン賞（G マーク）との比較において、G マークは 1998 年の
民営化後に申請数及び受賞数はおおむね倍増しているのにもかかわらず、おおむね同じ期









                                                     
最終確認：2018 年 9 月 23 日）参照 
17 USPTO, U.S. Patent Statistics Chart Calendar Years 1963 – 2015 (updated 6/15/2016), 
（https://www.uspto.gov/web/offices/ac/ido/oeip/taf/us_stat.htm 最終確認：2018 年 9
月 23 日） 
18 Id. 
19 森山明子「創作保護の観点から見た制度とデザインとの乖離」DESIGN PROTECT 102
号（2014 年）30 頁参照 
20 森山明子「G マーク 60 年の変革―意匠を再考するために」DESIGN PROTECT 118 号


























不競法 2 条 1 項 3 号や著作権法など周辺の法による保護の可能性を模索するなどの議論の
必要性が指摘されていること25からである。こうした理由に照らせば、パテント・アプロー
                                                     
21 寒河江孝允ほか編著『意匠法コンメンタール』（レクシスネクシス・ジャパン、第 2
版、2012 年）8 頁〔峯唯夫〕 
22 上野達弘「応用美術の著作権保護」パテント 67 巻 4 号（別冊パテント 11 号）（2014
年）96 頁以下 
23 知財高判平成 27 年 4 月 14 日判時 2267 号 91 頁＜TRIPP TRAAP＞、知財高判平成 28
年 11 月 30 日（平成 28 年（ネ）第 10018 号）＜スティック型加湿器＞、知財高判平成 28
年 12 月 21 日（平成 28 年（ネ）第 10054 号）＜ゴルフ・シャフト＞ 
24 拙稿「アメリカにおけるデザイン保護法制」麻生典＝Rademacher, C.編『デザイン保護
法制の現状と課題～法学と創作の視点から～』（日本評論社、2016 年）212-215 頁参照 





























前述したとおり Apple と Samsung との間のスマートフォンを巡る紛争において、意匠特許
独自の損害賠償（利益吐き出し）に関する特別規定の解釈につき昨年 12 月に最高裁判決28
                                                     
ー規制を非登録型デザイン保護制度としてみた場合の可能性と課題―」パテント 69 巻 4
号（別冊パテント 14 号）（2016 年）6 頁以下 
26 高田久実「我が国における意匠法の淵源」麻生典＝Rademacher, C.編『デザイン保護法
制の現状と課題～法学と創作の視点から～』（日本評論社、2016 年）373-374 頁 
27 高田・前掲注（26）372-374 頁参照 
28 Samsung Elecs. Co. v. Apple Inc., 137 S. Ct. 429 (2016) 
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 次に、EU 法を比較法的検討における対象とした理由としては、ひとつには、1998 年 10



















                                                     
29 Star Athletica, L.L.C. v. Varsity Brands, Inc., 137 S. Ct. 1002 (2017) 
30 拙稿・前掲注（24）212-215 頁参照。Sarah Burnstein「米国の意匠特許制度への標準的
批判」日本デザイン学会誌 25 巻 2 号（2017 年）84 頁以下も参照。 
31 DIRECTIVE 98/71/EC OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 
COUNCIL of 13 October 1998 on the legal protection of designs 



















 第 2 章では、日本の意匠法の保護要件（新規性、創作非容易性）及び侵害判断基準に関す
る判例・裁判例及び学説の状況を整理、検討するとともに、意匠法以外のデザイン保護を担
う法（商標法及び不正競争防止法 2 条 1 項 1 号といった標識法並びに著作権法）の概況に
ついて整理、検討する。 
意匠法に関する検討にあたっては以下の 5 つの論点を軸に進めている。すなわち、第一
に、3 条 1 項にいう類似概念と、3 条 2 項にいう創作非容易性概念とはどういった関係に立








第２節）。同最高裁判決では、3 条 1 項と同 2 項との関係について判断がなされた（第一の











こうした類否判断に関する議論は、3 条 1 項の性質をいかに定めるかということに等しいこ
とから、第一ないし第三の論点に関する議論と密接な関係を有する。なお、平成 18 年改正











































規定は、171 条乃至 173 条、および意匠特許侵害の場合の追加的救済（損害賠償）に関する
289 条の 4 か条のみとなっていることから、実用特許の法的枠組みとの関係について述べ
る。次いで、意匠特許制度における 171 条にいう「意匠」概念について特許審査便覧（Manual 








は、Egyptian Goddess 事件判決を受けて International Seaway Trading 事件判決が同テスト
を放棄したことも指摘する。また、非自明性要件については、日本法の創作非容易性の判断
主体がだれであるかという点と比較、検討するために、「誰にとって」意匠が非自明でなけ
ればならないかという点を取り上げる。1981 年の関税特許控訴裁判所の In re Nalbandian 
事件判決により、1966 年の関税特許控訴裁判所の In re Laverne 事件判決が採用した「通常





















き、多数の構成部品からなるスマートフォンの意匠特許が問題となった Samsung Elecs. Co. 








史的展開に関する研究としては、Du Mont & Janis (2013)による詳細な研究が、パテント・
アプローチを採用することの是非に関する議論としては、非自明性要件の作用に着目する
McKenna & Strandburg (2013)の研究が、それぞれ注目される。 
第 5 章では、パテント・アプローチとコピーライト・アプローチとも異なるデザイン・ア












アネッテ・クア教授の 1993 年の論文（Annette Kur, The Green Paper’s “Design Approach” 


























































向に働くという理解となろう。また、新規性の判断（意 3 条 1 項 3 号）は、「具体化された
形象としての形」を通じてみる「解決されるべき課題」との結びつき方をみることにかかる
ものである。すると、新規性において問題となる対象は創作非容易性とほとんど同じである











































断（意 3 条 1 項 3 号）は、「具体化された形象としての形」を通じてみる「解決されるべき
課題」との結びつき方をみることにかかるものである。すると、新規性において問題となる























不正競争防止法 2 条 1 項 1 号）の保護との関係については以下のようなことが言えよう。 
著作権法による保護との関係については以下のようなことが言えよう。著作物の定義に




















次いで、標識法（商標法・不正競争防止法 2 条 1 項 1 号）の保護との関係については以
                                                     



















                                                     
36 五味飛鳥「類否判断における意匠の物品性が果たす役割―部分意匠及び画像意匠の類否
判断の場面を含めて―」日本工業所有権法学会年報 40 号（2017 年）199 頁注 16 参照 
